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Ｊ－ＡＤＮＩには３８の施設が参加しているが、厚生労働省の依頼を受け、

東京大学として学外への調査権限がない状況で可能な限りの調査を実施し、６

月２０日に厚生労働省に調査報告書を提出した。 

今後、Ｊ－ＡＤＮＩの研究成果の活用及び大規模臨床研究のモニタリングの

ためには、国主導による外部委員会の設置が望まれる。 
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